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④現状では活用していないが、
　　今後活用を検討している

③希望者のみ活用している

②特定部門で活用している

①全体的に活用している
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今
回
は
、
Ｄ
Ｘ
の
取
組
状
況
や
生
成

Ａ
Ｉ
の
活
用
、
現
在
お
よ
び
今
後
の
経

営
課
題
に
つ
い
て
調
査
し
ま
し
た
。

　

業
況
Ｄ
Ｉ
が
▲
26
・
0
と
依
然
と
し

て
厳
し
い
水
準
に
あ
る
も
の
の
、
来
期

は
▲
18
・
0
ま
で
改
善
す
る
見
通
し
と

な
っ
て
お
り
、
景
気
は
底
打
ち
か
ら
回

復
局
面
へ
向
か
う
兆
し
が
う
か
が
え
ま

す
。
特
に
工
業
で
は
売
上
Ｄ
Ｉ
が
０
に

近
づ
く
な
ど
持
ち
直
し
の
動
き
が
見
ら

れ
る
一
方
、
建
設
業
で
は
売
上
改
善
の

兆
し
が
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
採
算
が

悪
化
し
て
お
り
、
業
種
間
の
格
差
が
鮮

明
と
な
っ
て
い
ま
す
。

２０２６年

１月～３月期の動向１

　※ ＤＩ（景気判断指数）とは、業況・売上高・採算

・仕入単価・従業員・資金繰りの項目についての判断の

状況を表す。ゼロを基準としてプラスの値で景気の上向

き傾向を表す回答の割合が多いことを示し、マイナスの

値で景気の下向き傾向を表す回答の割合が多いことを示

します。つまり、売上高などの実数値の上昇率を示すも

のではなく、強気・弱気などの景気感の相対的な広がり

を意味する。

【全体ＤＩ】

業況

サービス ▲ 23.1 ▲ 23.1

商業 ▲ 30.8 ▲ 7.7

建設 ▲ 41.7 ▲ 41.7

工業 ▲ 8.3 0.0

全業種平均 ▲ 26.0 ▲ 18.0
(※前回調査　 (※前回調査　

【販売単価ＤＩ】

販売単価

サービス 38.5 7.7

商業 15.4 23.1

建設 8.3 0.0

工業 41.7 33.3

全業種平均 26.0 16.0
(※前回調査　14.0) (※前回調査　14.0)

【従業員ＤＩ】

従業員

サービス 30.8 23.1

商業 30.8 30.8

建設 33.3 33.3

工業 16.7 25.0

全業種平均 28.0 28.0
(※前回調査　18.0) (※前回調査　22.0)

【資金繰りＤＩ】

資金繰り

サービス ▲ 7.7 0.0

商業 ▲ 7.7 ▲ 15.4

建設 ▲ 41.7 ▲ 41.7

工業 ▲ 16.7 ▲ 8.3

全業種平均 ▲ 18.0 ▲ 16.0

(※前回調査　22.0)(※前回調査　22.0)

　12.0)　10.0)(※前回調査　 (※前回調査　

今期
2026年1月～3月

今期
2026年1月～3月

先行き
2026年4月～6月

今期
2026年1月～3月

先行き
2026年4月～6月

先行き
2026年4月～6月

今期
2026年1月～3月

先行き
2026年4月～6月

【売上高ＤＩ】

売上高

サービス 15.4 23.1

商業 ▲ 23.1 ▲ 15.4

建設 ▲ 50.0 ▲ 41.7

工業 ▲ 8.3 0.0

全業種平均 ▲ 16.0 ▲ 8.0
(※前回調査　 (※前回調査　

【採算ＤＩ】

採算

サービス ▲ 23.1 ▲ 15.4

商業 ▲ 46.2 ▲ 23.1

建設 ▲ 66.7 ▲ 75.0

工業 ▲ 8.3 ▲ 8.3

全業種平均 ▲ 36.0 ▲ 30.0
(※前回調査　 .0 ) (※前回調査　 .0 )

【仕入単価ＤＩ】

仕入

サービス ▲ 61.5 ▲ 38.5

商業 ▲ 46.2 ▲ 53.8

建設 ▲ 75.0 ▲ 83.3

工業 ▲ 58.3 ▲ 50.0

全業種平均 ▲ 60.0 ▲ 56.0
(※前回調査　 (※前回調査　

今期
2026年1月～3月

先行き
2026年4月～6月

今期
2026年1月～3月

先行き
2026年4月～6月

先行き
2026年4月～6月

今期
2026年1月～3月

DX(デジタル化)の取組について２

8.7%

4.3%

23.9%

15.2%

47.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

⑤その他

④DXを理解できない

③必要性を感じない

②ＩＴ人材の不足

①既に取り組んでいる

生成ＡＩの活用状況について３

　20.0)　26.0)

　14.0) 　8.0)

　30 　24

　66.0） 　50.0）



調査結果

（1）サービス業

　売上高DIがプラス圏で推移しており需要の回復が見られる一方、全体DIおよび採算DIはマイナス圏に留まってい

る。販売単価DIは高水準にあるものの、人件費の増加や人手不足の影響により、収益改善には至っていない。「ク

リーニング業界全体で需要低下の影響が大きい」といった意見もあり、厳しい状況が続く。人手不足も課題であり、

コスト対応と需要喚起の両面での対策が求められる。

（2）商業

　全体DIが今期は大きくマイナスであるものの、先行きは改善の見通し。販売単価DIも上昇傾向にあるが、仕入単

価DIの悪化が続いており、コスト増加による経営圧迫から価格転嫁の進展と仕入価格上昇とのバランスが課題。

後継者問題への対応としてM&Aを検討する動きや、新商品発売による売上増加の成果も見られる。

（３）建設業

　採算DIが大幅なマイナスとなっており、先行きもさらに悪化する見通し。加えて資金繰りDIも低水準で推移してお

り、厳しい経営環境が続いている。特に仕入単価DIの悪化が顕著である一方、請負単価への転嫁が進んでいない

ことが大きな要因となっている。人手不足が特に深刻で、事業運営に苦慮する声も多い。仕入価格の上昇が継続

しており、コスト負担の増加が経営に大きな影響を与えてる。こうした中、人材確保と生産性向上への対応が、今

後の重要な課題となっている。

（４）工業

　全体DIの先行きが０．０と、他業種と比較して安定した動きが見られる。仕入単価DIはマイナスであるものの、販

売単価DIが高い水準を維持しており、採算DIの落ち込みは限定的である。一方で消費税をはじめとする税負担の

重さが指摘されており、収益確保への影響が懸念される。

　企業の経営環境は、仕入価格や人件費の上昇によるコスト増と人手不足という「二重苦」に直面しており、価格

転嫁の遅れが収益を圧迫している。こうした中、DXは約半数の企業で導入が進み、生成AIも特定部門での活用が

広がるなど、生産性向上に向けた取り組みの進展が見られた。今後は、労働環境の整備や資金繰りの見直しとい

った経営基盤の強化に加え、デジタル活用と人材確保を両立させていくことが求められる。これらの取り組みを着

実に進めることで、持続的な成長と安定につなげていくことが重要。

現在直面している経営課題について４ 今後の経営課題について５

⑰物価高騰の持続（６３．８％）、⑦人件費増加（51.1％）、

⑥材料等仕入れ単価の増加（57.4％）が収益を圧迫し、従

業員確保難（40.4％）も深刻である。加えて、設備や工場

の老朽化も課題となっている。

労働環境整備と資金繰り見直し（各26.0％）が最優先で、

事業承継（18.0％）への対応も課題である。一方、SNS活

用や新規事業、AI導入など攻めの取組や、ブランディング

強化・事業者連携への関心も見られました。
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⑰物価高騰の持続

⑯後継者不足

⑮下請業者の確保難

⑭請負単価の低下

⑬下請単価の上昇

⑫金利負担の増加

⑪取引条件の悪化

⑩熟練技術者の確保難

⑨従業員の確保難

⑧人件費以外の経費増加

⑦人件費増加

⑥材料等仕入単価の増加

⑤設備の老朽化

④店舗・工場等の老朽化

③需要の停滞

②消費者ニーズ変化対応

①同業者の進出

18.0%

0.0%

8.0%

12.0%

10.0%

8.0%

6.0%

12.0%

18.0%

12.0%
26.0%

26.0%

0% 20%

⑫事業承継

⑪BCPの作成

⑩経営計画の作成

⑨ブランディングの強化

⑧事業者間の連携

⑦持続可能経営(SDGs)

⑥外国人人材の受け入れ

⑤AI・自動化技術の導入

④ＳＮＳの活用

③新規事業・業務転換への取組

②資金繰りの見直し

①社内の労働環境の整備
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